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「行政裁量」における審査基準定立に関する社会学的研究 
――在留資格「経営・管理」の不許可及び不交付理由をもとに―― 
A Sociological Research on Establishing Review Standards 
in “Administrative Discretion”: 
Based on the Analysis of Reasons Why the Status of Residence 





A wide range of "Administrative Discretion" dominates the Immigration Control 
Administration (procedures concerning status of residence etc.).The process of 
"Administrative Discretion" has the core of "a non-statutory standard" established by the 
interaction between "application" and "disposal" ，and the accumulation of "non-statutory 
standards" leads to statutory standardization (law， ministerial ordinance， notification， 
etc) stipulating the framework of "administrative discretion". This viewpoint of ”
Circulation” advances the research  of  the "international migration of people" 
(immigrant) in Japan. "Administrative Discretion" in the Immigration Control 
Administration that was avoided as "Black Box"  despite that it is an important variable 
in this field. 
 
キーワード : 行政裁量（Administrative discretion），出入国管理政策（immigration 
policy），国際的な人口移動（International migration），在留資格「経営・
管理」（Status of Residence“Business Manager”），出入国管理及び難民









自由に決定することができるものとされている」（最高裁昭和 29 年（あ）第 3594 号同 32
年 6 月 19 日大法廷判決・刑集 11 巻 6 号 1663 頁参照）という伝統的な国家主権の観念があ
る（曽和 2014: 186）。したがって、出入国管理行政手続――特に、在留資格関連申請手続
においては、広範な「行政裁量」の名の下、その外国人等からの「申請」に対する「処分」








として解釈できる（藤田 2006: 55; 67）。この点、「法律による行政」原理は、三権分立か
ら当然の帰結であるが、その例外である「行政裁量」が認められるのは、主に①専門家集
団による自治決定の尊重、②政治的・外交的決定の尊重、③専門技術的・政策決定の尊重
という 3 つの尊重が実質的理由となる（曽和 2014: 182-9）。つまり、かえって「法律によ
る行政」原理を貫徹し、行政権を法律によって羈束すると、国民にとって不利益になる場
合である（原田 2007: 149-50，藤田 2006: 56）。そして、出入国管理行政手続において「行













裁量」として処理されることとなる（「マクリーン事件」最大判昭和 53 年 10 月 4 日民集
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のと理解され、特に出入国管理「政策」においては、入管当局の法律運用も一定ではない
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きに限り、これを許可することができる。（後略）」（入管法第 20 条 3 項）、在留期間更新許
可申請おいては「前項の規定による申請があつた場合には、法務大臣は、当該外国人が提
出した文書により在留期間の更新を適当と認めるに足りる相当の理由があるときに限り、
これを許可することができる。」（入管法第 21 条 3 項）と規定しており、法務大臣（入管当
局）の裁量性（相当の理由）明らかにしている。 
一方、在留資格認定証明書交付は、入管法第 9 条「入国審査官は、審査の結果、外国人
が第 7 条第 1 項に規定する上陸の為の条件に適合していると認定したときは、当該外国人
の旅券に上陸許可をしなければならない。」と義務として規定されていることから入国審査
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（行政手続法第 2 条第 3 号） 
「処分」 行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。 




って内と外とを区別する共属感情が共有されている状態」（富永 1986: 3）とする。 
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する、という審査を行っている（下記「審査要領」参照）。この点、審査要領【第 12 編 在















イ その経営又は管理に従事する者以外に本邦に居住する 2 人以上の常勤の職員
（法別表第一の上欄の在留資格をもって在留する者を除く。）が従事して営まれる
ものであること。 
ロ 資本金の額又は出資の総額が 500万円以上であること。 
ハ イ又はロに準ずる規模であると認められるものであること。 
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格によってできるようになります」（http: //www.immi-moj.go.jp/nyukan2015/ 2016.10.13）。 




と規定されていた（第 12 編 ＞第 9 節 投資・経営＞第 1 該当範囲＞【留意事項】①（注））。 
(5) 在留資格「投資・経営」での新規入国者数の変化をみると、2014 年 1 月には月間 22 人であっ
たのに対し、2015 年 1 月には月間 78 人と前年比 355％増加をしている。3 倍以上の増加と偽装
起業摘発に鑑みると「経営意思」がない濫用又は違法申請の常態化が類推される。（法務省出入
国管理統計）。 
(6) ①「架空会社使い、韓国人の在留資格延長 行政書士「200～300 件やった」」（2012 年 02 月 16
日 朝刊２社会 038 朝日新聞），②「在留資格狙い、架空会社作り 外国人の不正登記 85 社確認 
／神奈川県」（2015 年 09 月 30 日 朝刊横浜・１地方 027）③「在留資格不正: 「違法な登記申請
1000 件」行政書士が供述」（2016.01.28 大阪朝刊 29 頁 社会面 毎日新聞）等。  
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